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店 平成１４年３月期  個別財務諸表の概要 
平成１４年５月２０日 

 

会 社 名 フクダ電子株式会社          登録銘柄 

コード番号 ６９６０                                        本社所在都道府県 

(ＵＲＬ  http://www.fukuda.co.jp)                                東京都 

問い合わせ先  責任者役職名 取締役経理部長 

        氏    名 岩 本 雅 行   ＴＥＬ（０３）３８１５－２１２１（代） 

決算取締役会開催日  平成１４年５月２０日       中間配当制度の有無   有 

定時株主総会開催日  平成１４年６月２７日           単元株制度採用の有無  有（１単元 100 株） 

 

１．１４年３月期の業績（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

(1) 経営成績        （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高  営 業 利 益 経 常 利 益  

 

１４年３月期 

１３年３月期 

百万円   ％

４８，７２０（４.８） 

４６，４８５（３.６） 

百万円   ％

３,８５７ （△２１.６）

４,９２３ （    ９.８）

百万円   ％

  ４,５８０（△１３.３）

５,２８５（△  ２.０）

 

 

 
当 期 純 利 益 

1 株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後

1株当たり当期純利益

株主資本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 

 

１４年３月期 

１３年３月期 

百万円   ％ 

１,７７７（△44.5） 

３,２０２(  16.3) 

円 銭

９２  ６２

１６５  ０５

円 銭

 ―――― 

――――  

％ 

３.５ 

６.５ 

％ 

６.４ 

８.０ 

％

  ９.４ 

１１.４ 

 

(注) 1．期中平均株式数   １４年３月期  19,192,855 株   １３年３月期 19,404,000 株 

   2．会計処理の方法の変更   無 

   3．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(2) 配当状況 

1 株当たり年間配当金  
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年 間） 
配当性向 

株主資本 

配 当 率  

 

１４年３月期 

１３年３月期 

円 銭 

３０  ００ 

３０  ００ 

円 銭

１５  ００ 

１２  ００ 

円 銭

１５  ００ 

１８  ００ 

百万円

５７５ 

５７６ 

％ 

 ３２.４ 

 １８.０ 

％

１.１ 

１.１ 

 

 

 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本  

 

１４年３月期 

１３年３月期 

百万円 

７４,０４４ 

６８,９３３ 

百万円

５１,６５５ 

５０,５７２ 

％ 

６９.８ 

７３.４ 

円  銭

  ２,６９１  ２９

２,６０６  ３０

 

(注) １.期末発行済株式数   １４年３月期  19,404,000 株   １３年３月期 19,404,000 株 

     ２.期末自己株式数        １４年３月期     210,393 株 
 

２．１５年３月期の業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 

1 株当たり年間配当金  
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末   

 

中 間 期 

通  期 

百万円 

２４,４８０ 
５１,０００ 

 百万円

  ２,８９０ 
  ５,７７０ 

百万円

  １,７４０ 

  ３,５７０ 

円 銭

１５００
―――― 

円 銭 
―――― 

１５００ 

円 銭
―――― 

３０００

 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）  １８３ 円 ９８ 銭 
※本資料における業績予想および将来の予測等に関する記述は、現時点で入手された情報に基づき判断した予想であり、

潜在的なリスクや不確定要素が含まれております。 

  従いまして、実際の業績は今後の事業環境の変化により予想数値と異なる場合がありますことをご承知おき願います。 

 

  



   1 

1-1. 貸 借 対 照 表

(単位：千円）　千円未満切捨て
増      減
(△)

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額
% %

Ⅰ.流   動   資   産
現 金 及 び 預 金 20,500,998 18,291,763 2,209,235
受 取 手 形 ※６ 17,555 41,245 △23,690
売 掛 金 ※３ 19,359,662 17,678,814 1,680,848
有 価 証 券 99,973 199,740 △99,767
自 己 株 式 - 4,770 △4,770
商 品 1,258,370 1,572,774 △314,404
製 品 2,503,166 2,875,964 △372,798
原 材 料 1,221,170 1,140,533 80,637
仕 掛 品 633,512 965,411 △331,898
貯 蔵 品 217,660 144,023 73,636
前 渡 金 196,637 260,946 △64,309
前 払 費 用 102,179 97,694 4,485
繰 延 税 金 資 産 647,253 435,309 211,943
関係会社短期貸付金 5,700,000 5,500,000 200,000
未 収 入 金 607,572 589,029 18,542
そ の 他 246,794 318,451 △71,657
貸 倒 引 当 金 △284,000 △95,000 △189,000
流 動 資 産 合 計 53,028,506 71.3 50,021,475 72.6 3,007,031

Ⅱ.固   定   資   産
１.有  形  固  定  資  産 ※１
（１） 建 物 2,233,927 2,383,748 △149,821
（２） 構 築 物 93,296 107,193 △13,897
（３） 機 械 及 び 装 置 34,628 39,564 △4,936
（４） 車 両 及 び 運 搬 具 23,416 19,342 4,074
（５） 工具・器具及び備品 730,180 615,139 115,040
（６） 土 地 4,290,786 2,947,308 1,343,477
（７） 建 設 仮 勘 定 3,212 1,285 1,927
有形固定資産合計 7,409,448 10.0 6,113,582 8.8 1,295,865

２.無  形  固  定  資  産
（１） 特 許 権 338,020 406,770 △68,750
（２） 借 地 権 3,500 3,500 -
（３） ソ フ ト ウ ェ ア 315,780 315,812 △31
（４） そ の 他 12,379 12,185 194
無形固定資産合計 669,680 0.9 738,268 1.1 △68,587

３.投 資 そ の 他 の 資 産
（１） 投 資 有 価 証 券 4,528,989 3,630,295 898,694
（２） 関 係 会 社 株 式 4,299,504 4,199,504 100,000
（３） 出 資 金 6,430 21,644 △15,214
（４） 関 係 会 社 出 資 金 139,252 139,252 -
（５） 長 期 貸 付 金 160,200 45,000 115,200
（６） 従業員長期貸付金 - 12,570 △12,570
（７） 長 期 前 払 費 用 88,308 170,063 △81,754
（８） 繰 延 税 金 資 産 3,107,529 2,218,869 888,660
（９） 保 険 積 立 金 - 1,897,215 △1,897,215
（１０） 自 己 株 式 - 436,922 △436,922
（１１） そ の 他 2,192,671 295,379 1,897,291
（１２） 投 資 評 価 引 当 金 △1,308,400 △1,006,400 △302,000
投資その他の資産合計 13,214,486 17.8 12,060,317 17.5 1,154,169
固 定 資 産 合 計 21,293,615 28.7 18,912,168 27.4 2,381,447

74,322,122 100.0 68,933,643 100.0 5,388,478資 産 合 計

15.
16.

資 産 の 部

11.
12.
13.
14.

7.
8.
9.
10.

3.
4.
5.
6.

当　　期
（平成14年3月31日現在）

前　　期
（平成13年3月31日現在）

1.
2.

期　　別
科   目
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(単位：千円）　千円未満切捨て
増      減
(△)

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額

% %

Ⅰ.流   動   負  債

支 払 手 形
※３
※６

5,800,930 5,907,813 △106,882

買 掛 金 ※３ 6,405,837 5,642,537 763,299
未 払 金 1,186,655 1,490,700 △304,045

未 払 法 人 税 等 1,887,122 198,380 1,688,741

前 受 金 3,446 8,022 △4,575

預 り 金 ※３ 3,574,948 1,848,506 1,726,442

賞 与 引 当 金 480,000 460,000 20,000

新 株 引 受 権 45,900 45,900 -

そ の 他 197,537 13,341 184,195

流 動 負 債 合 計 19,582,378 26.3 15,615,202 22.6 3,967,175

Ⅱ.固   定   負   債

社 債 765,000 765,000 -

退 職 給 付 引 当 金 1,109,008 1,129,243 △20,235

役員退職慰労引当金 920,000 851,600 68,400

固 定 負 債 合 計 2,794,008 3.8 2,745,843 4.0 48,164

22,376,387 30.1 18,361,046 26.6 4,015,340

Ⅰ.資     本     金 ※２ 4,387,000 5.9 4,387,000 6.4 -

Ⅱ.資 本 準 備 金 8,683,563 11.7 8,683,563 12.6 -

Ⅲ.利 益 準 備 金 1,096,750 1.5 1,096,750 1.6 -

Ⅳ.その他の剰余金 ※５

１．任   意   積   立   金

（１） 事 業 拡 張 積 立 金 300,000 300,000 -

（２） 固定資産圧縮積立金 48,214 48,214 -

（３） 別 途 積 立 金 33,500,000 31,000,000 2,500,000

任 意 積 立 金 合 計 33,848,214 45.5 31,348,214 45.4 2,500,000

２．当 期 未 処 分 利 益 4,288,704 5.8 5,425,691 7.9 △1,136,986

その他の剰余金合計 38,136,919 51.3 36,773,905 53.3 1,363,013

Ⅴ.その他有価証券評価差額金 79,658 0.1 △368,621 △0.5 448,280

38,216,578 51.4 36,405,283 52.8 1,811,294

Ⅵ.自己株式 △438,156 △0.6 - - △438,156

51,945,735 69.9 50,572,597 73.4 1,373,137

74,322,122 100.0 68,933,643 100.0 5,388,478負 債 ・ 資 本 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 合 計

3.

4.

当　　期
（平成14年3月31日現在）

前　　期
（平成13年3月31日現在）

1.

2.

負 債 の 部

5.

6.

7.

8.

2.

1.

3.

9.

期　　別
科    目



1-2. 損  益  計  算  書

..               (単位：千円）　千円未満切捨て

百分比 百分比 金  額
% %

Ⅰ. ※3 48,720,208 100.0 46,485,413 100.0 2,234,794

Ⅱ.

1 ．期 首 製 品 た な 卸 高 2,875,964 2,596,157

2 ．当 期 製 品 製 造 原 価 11,792,448 11,953,260

合                     計 14,668,413 14,549,418

3 ．他 勘 定 へ 振 替 高 ※１ 370 17,811

4 ．期 末 製 品 た な 卸 高 2,481,389 2,875,964

製 品 売 上 原 価 12,186,654 11,655,642

1 ．期 首 商 品 た な 卸 高 1,572,774 1,613,710

2 ．当 期 商 品 仕 入 高 ※3 24,241,399 22,903,251

合                     計 25,814,173 24,516,962

3 ．他 勘 定 へ 振 替 高 ※１ 94,949 6,264

4 ．期 末 商 品 た な 卸 高 1,211,517 1,572,774

商 品 売 上 原 価 24,507,706 36,694,360 75.3 22,937,923 34,593,565 74.4 2,100,795

売 上 総 利 益 12,025,847 24.7 11,891,847 25.6 133,999

Ⅲ.販売費及び一般管理費

1 ．広 告 宣 伝 費 474,073 420,969

2 ．荷 造 運 賃 612,192 553,260

3 ．サ ー ビ ス 修 理 費 286,648 260,704

4 ．貸 倒 引 当 金 繰 入 額 194,853 -

5 ．給 料 及 び 手 当 1,336,362 1,316,373

6 ．賞 与 243,965 246,014

7 ．賞 与 引 当 金 繰 入 額 220,000 203,000

8 ．退 職 給 付 費 用 105,014 190,111

9 ．役員退職慰労引当金繰入額 69,500 57,300

10．支 払 手 数 料 765,966 651,447

11．賃 借 料 389,840 393,922

12．研 究 開 発 費 ※４ 1,220,711 662,292

13．減 価 償 却 費 250,553 223,138

14．そ の 他 1,998,392 8,168,075 16.8 1,790,239 6,968,775 15.0 1,199,300

営 業 利 益 3,857,771 7.9 4,923,072 10.6 △1,065,302

Ⅳ.

1 ．受 取 利 息 ※３ 83,108 112,391

2 ．受 取 配 当 金 ※３ 634,877 490,170

3 ．不 動 産 賃 貸 収 入 ※３ 270,767 240,902

4 ．そ の 他 71,394 1,060,148 2.2 115,688 959,153 2.1 100,994

Ⅴ.

1 .支 払 利 息 11,516 5,057

2 .社 債 利 息 10,327 -

3 .為 替 差 損 11,253 68,633

4 .社 債 発 行 費 - 23,598

5 .投 資 評 価 引 当 金 繰 入 額 302,000 440,400

6 .そ の 他 2,272 337,368 0.7 58,875 596,565 1.3 △259,196

経 常 利 益 4,580,551 9.4 5,285,660 11.4 △705,111

Ⅵ.

1 .保 険 解 約 益 59,558 115,363

2 .投 資 有 価 証 券 売 却 益 - 59,558 0.1 542,991 658,354 1.4 △598,796

Ⅶ.

1 .固 定 資 産 除 却 損 ※２ 32,501 22,244

2 .投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,802,643 9,000

3 . ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 12,800 1,700

4 .退職給付会計基準変更時差異 - 1,847,945 3.8 817,794 850,739 1.8 997,205

税 引 前 当 期 純 利 益 2,792,164 5.7 5,093,275 11.0 △2,301,111

法人税、住民税及び事業税 2,600,000 1,300,000

法 人 税 等 調 整 額 △1,585,459 1,014,540 2.1 590,601 1,890,601 4.1 △876,060
当 期 純 利 益 1,777,623 3.6 3,202,673 6.9 △1,425,050

前 期 繰 越 利 益 2,547,515 2,454,533 92,981

中 間 配 当 額 287,909 231,515 56,393

当 期 未 処 分 利 益 4,037,229 5,425,691 △1,388,461

特 別 利 益

特 別 損 失

売 上 高

売 上 原 価

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

増  減（△）
当　 　 　期

(平成14年３月期)

前　　期

（平成13年3月期）

金    額 金    額

期　　別

科　　目

３
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製造原価明細書
(単位：千円）　千円未満切捨て

増     減
(△)

金    額 百分比 金    額 百分比 金    額
% %

Ⅰ．材         料         費 6,845,581 52.8 7,627,522 58.3 △781,940
Ⅱ．外   注   加   工   費 460,152 3.5 492,031 3.8 △31,878
Ⅲ．労         務         費 1,526,102 11.8 1,336,943 10.2 189,158
Ⅳ．経                     費 4,132,669 31.9 3,620,642 27.7 512,027
外注設計費及び試作費 2,528,890 2,290,261 238,629
そ の 他 1,603,779 1,330,380 273,398
当 期 総 製 造 費 用 12,964,506 100.0 13,077,139 100.0 △112,632
期首仕掛品たな卸高 965,411 663,243 302,167
他 勘 定 よ り 振 替 高 ※２ 106,624 84,828 21,795
合                    計 14,036,542 13,825,212 211,330
期末仕掛品たな卸高 633,512 965,411 △331,898
他 勘 定 へ 振 替 高 ※３ 1,610,581 906,539 704,041
当 期 製 品 製 造 原 価 11,792,448 11,953,260 △160,812

（脚注） (単位：千円）　千円未満切捨て

　　１．原価計算の方法 　　１．原価計算の方法

　※２.他勘定より振替高の内容 ※２.他勘定より振替高の内容
流動資産その他 105,339千円 流動資産その他 83,329千円
（試作研究仮勘定） （試作研究仮勘定）
そ　　の　　他 1,285千円 そ　　の　　他 1,499千円
   合         計 106,624千円    合         計 84,828千円

　※３.他勘定へ振替高の内容 ※３.他勘定へ振替高の内容
研 究 開 発 費 1,220,711千円 研 究 開 発 費 662,292千円
サービス修理費 24,972千円 サービス修理費 12,862千円
流動資産その他 164,557千円 流動資産その他 105,339千円
（試作研究仮勘定） （試作研究仮勘定）
そ　　の　　他 200,341千円 そ　　の　　他 126,045千円
   合         計 1,610,581千円    合         計 906,539千円

  　ております。

　  によっております。原価差額は期末において、
  　売上原価・製品・仕掛品に調整配賦計算を行っ

  　　当社製品の原価計算は個別原価計算(予定)

当    期
(平成14年3月期)

前    期
(平成13年3月期)

当　　期
（平成14年３月期）

前　　期
（平成13年3月期）

  　　当社製品の原価計算は個別原価計算(予定)
　  によっております。原価差額は期末において、
  　売上原価・製品・仕掛品に調整配賦計算を行っ
  　ております。

期　　別
科　　目

期　　別
科　　目



1-3. 利  益  処  分  案
(単位：千円）　千円未満切捨て

金    額 金    額

Ⅰ． 4,037,229 5,425,691

Ⅱ．

配 当 金 287,904 345,455

役 員 賞 与 金 16,160 32,720
（ う ち 監査役賞与金 ） (500) (1,200)

任 意 積 立 金

別 途 積 立 金 1,500,000 1,804,064 2,500,000 2,878,175

Ⅲ． 2,233,165 2,547,515

(注）日付は、前期については株主総会承認日、当期は株主総会開催予定日であります。

当　　期
（平成14年6月27日）

前　　期
（平成13年6月28日）

当 期 未 処 分 利 益

次 期 繰 越 利 益

利 益 処 分 額

1.

2.

3.

１株当たりの配当金の内訳

年間 中間 期末 年間 中間 期末
円　銭 円　銭 円　銭 円　銭 円　銭 円　銭

普 通 株 式 30  00 15  00 15  00 30  00 12  00 18  00
（内  訳）

記 念 配 当 - - - - - -

特 別 配 当 - - - - - -

当　　　期
(平成14年3月期)

前　　　期
(平成13年3月期)

期　　別

科　　目

期　　別

科　　目

5
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重要な会計方針 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(１) 有価証券 

     満期保有目的債券…償却原価法 

     子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法 

          （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

時価のないもの…移動平均法による原価法 

(２) たな卸資産 

商品・製品……先入先出法による原価法 

原 材 料……総平均法による原価法 

仕 掛 品……個別法による原価法 

貯 蔵 品……最終仕入原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法によっておりますが、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用しております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法の規定する方法と同一の基準によってお

ります。 

ただし、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を

採用しております。 

（２）無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、耐用年数または償却期間については、法人税法の規定する方法と同一の基準によって

おります。 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）投資評価引当金 

子会社等に対する投資により発生の見込まれる損失に備えるため、子会社等の財政状態を勘

案して計上しております。 

（３）賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。 

（４）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

また、数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定率法により、翌事業年度から費用処理しております。 

（５）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支給に充てるため､内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

４.リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

５.その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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追 加 情 報 

  前期まで流動資産及び固定資産に掲記しておりました｢自己株式｣は、財務諸表等規則の改正により当

期より資本に対する控除項目として資本の部の末尾に表示しております。 
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注 記 事 項 

（貸借対照表関係） 

当     期 

（平成14年3月31日現在） 

前   期 

（平成13年3月31日現在） 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 

                      5,232,648千円 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 

5,086,345千円   

※2.授 権 株 数       30,000千株 

発行済株式総数       19,404千株 

※2.授 権 株 数        30,000千株 

発行済株式総数        19,404千株 

※3.関係会社に係る注記 

区分掲載されたもの以外で各科目に含

まれている関係会社に対するものは次

のとおりであります。 

売 掛 金 18,659,751千円

支 払 手 形  2,245,625千円

買 掛 金  2,216,360千円

預     り     金  3,540,000千円

 4.手 形 割 引 高 

   輸出手形割引高                138,347千円 

5.配当制限 

「その他の剰余金」のうち有価証券の時

価評価により増加した純資産額が41,022

千円含まれております。なお当該金額は

商法第290条第1項第6号の規定により、

配当に充当することが制限されておりま

す。 

 

※6.期末日満期手形 

期末日満期手形の処理については、手

形交換日をもって決済処理をしておりま

す。なお、当期の末日は金融機関の休

日であったため、次の期末日満期手形

が期末日残高に含まれております。 

支払手形            40,843千円 

※3.関係会社に係る注記 

区分掲載されたもの以外で各科目に含

まれている関係会社に対するものは次

のとおりであります。 

売 掛 金 17,219,734千円 

支 払 手 形  2,564,689千円 

買 掛 金  1,994,613千円 

預     り     金  1,820,000千円 

4.手 形 割 引 高 

輸出手形割引高                118,196千円   

5.配当制限 

貸借対照表に計上されている｢その他の

剰余金｣（法定準備金以外）のうち、

436,922千円については、ストックオプショ

ン制度により取得した自己株式の合計額

であるため、商法第290条第１項第5号の

規定により、配当に充当することが制限さ

れております。 

※6.期末日満期手形 

期末日満期手形の処理については、手

形交換日をもって決済処理をしておりま

す。なお、当期の末日は金融機関の休

日であったため、次の期末日満期手形 

が期末日残高に含まれております。 

受取手形              2,792千円  

支払手形                   6,850千円 
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（損益計算書関係） 

 

当         期 前         期 

(
自平成13年4月1日

至平成14年3月31日) (
自平成12年4月1日

至平成13年3月31日) 
※1. 他勘定へ振替高の内訳 

             (製品製造原価より) (商品仕入高より) 

   固 定 資 産  17,811千円    1,334千円

   販  売  費      ―千円    4,929千円

  合    計   17,811千円    6,264千円

※1. 他勘定へ振替高の内訳 

(製品製造原価より) (商品仕入高より)

 固 定 資 産    370千円  94,389千円

販  売  費     ―千円     559千円

     合     計     370千円  94,949千円

 

※2. 固定資産除却損の内訳 

      建 物          4,146千円 

構 築 物             12千円 

機 械 及 び装 置            175千円

車両及び運搬具            288千円

工具・器具及び備品         27,771千円

そ     の     他           107千円 

合 計         32,501千円

※2. 固定資産除却損の内訳 

      建 物          7,172千円 

構 築 物            428千円 

機 械 及 び装 置          1,877千円

車両及び運搬具            195千円

工具・器具及び備品         12,571千円  

合 計         22,244千円

※3. 関係会社に係る注記 

関係会社に対する売上高・仕入高及び営業

外収益は次のとおりであります。 

 売 上 高    46,141,508千円 

 仕 入 高    13,215,318千円 

 受 取 利 息        68,528千円 

 受 取 配 当 金       605,594千円 

 不動産賃貸収入       264,253千円 

※ 4.一般管理費に含まれる研究開発費は

1,220,711千円であります。 

※3. 関係会社に係る注記 

   関係会社に対する売上高・仕入高及び営業

外収益は次のとおりであります。 

    売 上 高     44,054,420千円 

    仕 入 高     13,458,909千円 

    受 取 利 息         73,491千円 

    受 取 配 当 金        416,959千円 

   不動産賃貸収入        240,902千円 

※4. 一般管理費に含まれる研究開発費は

662,292千円であります。 

  



(リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償 １．リース物件の取得価額相当額、減価償

　　却累計額相当額及び期末残高相当額 　　却累計額相当額及び期末残高相当額

取 得 価 額 減価償却累計額 期 末 残 高 取 得 価 額 減価償却累計額 期 末 残 高

相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

工 具 ・ 器 具 工 具 ・ 器 具

及 び 備 品 及 び 備 品

ソフトウェア 302,153千円 97,397千円 204,756千円 ソフトウェア 346,106千円 182,828千円 163,277千円

合 計 778,200千円 270,966千円 507,233千円 合 計 664,005千円 336,149千円 327,855千円

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 159,270千円 １ 年 内 119,318千円

１ 年 超 365,751千円 １ 年 超 223,820千円

合 計 525,022千円 合 計 343,138千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息
　　相当額 　　相当額

支払リース料 194,121千円 支払リース料 161,596千円

減価償却費相当額 167,579千円 減価償却費相当額 138,623千円

支払利息相当額 29,646千円 支払利息相当額 22,796千円

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　・減価償却費相当額の算定方法 　・減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす 　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

　　る定額法によっております。 　　る定額法によっております。

　・利息相当額の算定方法 　・利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額と 　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

　　の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に 　　の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

　　ついては、利息法によっております。 　　ついては、利息法によっております。

164,578千円

当 期
自 平成13年4月 1日
至 平成14年3月31日

前 期
 自 平成12年4月 1日 

476,046千円 173,569千円 302,476千円

至 平成13年3月31日

317,898千円 153,320千円

   10
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（税効果会計関係）  
 

当   期 

（平成14年3月期） 

前   期 

（平成13年3月期） 

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

別の内訳 

 

    繰 延 税 金 資 産 

た な 卸 資 産       217,770千円    

未 払 事 業 税       162,627千円 

賞 与 引 当 金       133,763千円 

役員退職慰労引当金       386,860千円 

投 資 評 価 引 当 金       550,182千円 

退 職 給 付 引 当 金       466,338千円 

その他有価証券評価差額金        19,728千円 

研  究  開  発  費       637,473千円 

投資有価証券評価損否認       768,604千円 

そ   の   他       692,198千円 

    繰延税金資産合計   4,035,546千円 

  繰 延 税 金 負 債 

   固定資産圧縮積立金     △ 34,985千円 

      その他有価証券評価差額金     △ 49,494千円 

      そ の 他     △  8,675千円 

        繰延税金負債合計   △ 93,156千円    

    繰延税金資産の純額   3,942,390千円 

             

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

 法 定 実 効 税 率                  42.05％ 

(調      整) 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目   △   8.97 

交際費等永久に損金に算入されない項目         0.72 

住 民 税 均 等 割 額        0.40 

そ の 他        2.13 

                               

税効果会計適用後の法人税等の負担率       36.33％ 

 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

 

  繰 延 税 金 資 産 

た な 卸 資 産       218,451千円    

未 払 事 業 税        24,661千円 

賞 与 引 当 金        98,791千円 

役員退職慰労引当金       358,097千円 

投 資 評 価 引 当 金       423,191千円 

退 職 給 付 引 当 金       474,846千円 

その他有価証券評価差額金       307,512千円 

研  究  開  発  費       207,510千円 

そ   の   他       618,727千円 

    繰延税金資産合計   2,731,790千円 

  繰 延 税 金 負 債 

   固定資産圧縮積立金     △ 34,985千円 

      その他有価証券評価差額金     △ 40,030千円 

      そ の 他     △  2,595千円 

        繰延税金負債合計   △ 77,611千円    

    繰延税金資産の純額   2,654,179千円 

             

 

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

 法 定 実 効 税 率                  42.05％ 

(調      整) 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目   △   3.71   

試 験 研 究 費 の 特 別 控 除   △   1.70      

交際費等永久に損金に算入されない項目         0.42 

そ の 他        0.05   

                               

税効果会計適用後の法人税等の負担率       37.11％ 

            
 

 

（一株当たり情報） 

 
当   期 

（平成14年3月期） 

前   期 

(平成13年3月期) 

１ 株 当 た り 純 資 産 額 

１株当たり当期純利益 

2,691.29円 

 92.62円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、新株引受権付

社債を発行しておりますが、権利行使期

間が未到来であること及び転換社債の

発行がないため記載しておりません。

2,606.30円 

165.05円 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、新株引受権付

社債を発行しておりますが、権利行使期

間が未到来であること及び転換社債の

発行がないため記載しておりません。 
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2.役員の異動 

 （平成１４年６月２７日付予定） 

                                      ※（ ）内は平成１４年５月２０日付現職 

新任取締役候補 

      白川  修（ＩＶＣ開発部長） 

 

    退任予定取締役 

      島田正勝（品質保証部長） 

以上 


